
佐賀県健康福祉部医務課

医療人材政策室

令和３年３月19日

（医師の働き方改革関係）

良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保を推進する
ための医療法等の一部を改正する法律案の閣議決定について
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良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保を推進するための医療法等

の一部を改正する法律案の概要改正の趣旨

改正の概要
＜Ⅰ．医師の働き方改革＞
長時間労働の医師の労働時間短縮及び健康確保のための措置の整備等 （医療法） 【令和６年４月１日に向け段階的に施行】

医師に対する時間外労働の上限規制の適用開始（令和６年４月１日）に向け、次の措置を講じる。

・ 勤務する医師が長時間労働となる医療機関における医師労働時間短縮計画の作成

・ 地域医療の確保や集中的な研修実施の観点から、やむを得ず高い上限時間を適用する医療機関を都道府県知事が指定する制度の創設

・ 当該医療機関における健康確保措置（面接指導、連続勤務時間制限、勤務間インターバル規制等）の実施 等

＜Ⅱ．各医療関係職種の専門性の活用＞
１．医療関係職種の業務範囲の見直し （診療放射線技師法、臨床検査技師等に関する法律、臨床工学技士法、救急救命士法） 【令和３年10月１日施行】

タスクシフト/シェアを推進し、医師の負担を軽減しつつ、医療関係職種がより専門性を活かせるよう、各職種の業務範囲の拡大等を行う。

２．医師養成課程の見直し （医師法、歯科医師法） 【①は令和７年４月１日／②は令和５年４月１日施行等】 ※歯科医師も同様の措置

①共用試験合格を医師国家試験の受験資格要件とし、②同試験に合格した医学生が臨床実習として医業を行うことができる旨を明確化。

＜Ⅲ．地域の実情に応じた医療提供体制の確保＞
１．新興感染症等の感染拡大時における医療提供体制の確保に関する事項の医療計画への位置付け （医療法）【令和６年４月１日施行】

医療計画の記載事項に新興感染症等への対応に関する事項を追加する。

２．地域医療構想の実現に向けた医療機関の取組の支援 （地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律）【令和３年４月１日施行】

令和２年度に創設した「病床機能再編支援事業」を地域医療介護総合確保基金に位置付け、当該事業については国が全額を負担する

こととするほか、再編を行う医療機関に対する税制優遇措置を講じる。

３．外来医療の機能の明確化・連携 （医療法） 【令和４年４月１日施行】

医療機関に対し、医療資源を重点的に活用する外来等について報告を求める外来機能報告制度の創設等を行う。

＜Ⅳ．その他＞ 持ち分の定めのない医療法人への移行計画認定制度の延長 【公布日施行】

良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保を推進する観点から、医師の働き方改革、各医療関係職種の専門性の活用、地域

の実情に応じた医療提供体制の確保を進めるため、長時間労働の医師に対し医療機関が講ずべき健康確保措置等の整備や地域医療構

想の実現に向けた医療機関の取組に対する支援の強化等の措置を講ずる。
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医療施設の最適配置の推進
（地域医療構想・外来機能の明確化）

■これまでの我が国の医療は医師の⻑時間労働により支えられており、今後、医療ニーズの変化や医療の高度化、少子化に伴う医療の担い手
の減少が進む中で、医師個人に対する負担がさらに増加することが予想される。

■こうした中、医師が健康に働き続けることのできる環境を整備することは、医師本人にとってはもとより、患者・国⺠に対して提供される
医療の質・安全を確保すると同時に、持続可能な医療提供体制を維持していく上で重要である。

■ 地域医療提供体制の改革や、各職種の専門性を活かして患者により質の高い医療を提供するタスクシフト/シェアの推進と併せて、医療機関
における医師の働き方改革に取り組む必要がある。

医師の働き方改革

【業務が医師に集中】

【労務管理が不十分】

⻑時間労働を⽣む構造的な問題への取組 医療機関内での医師の働き方改革の推進

時間外労働の上限規制と健康確保措置の適用（2024.4〜）
地域医療等の確保

医療機関が医師の労働時間
短縮計画の案を作成
評価センターが評価
都道府県知事が指定

医療機関が
計画に基づく取組を実施

地域間・診療科間の医師偏在の是正
国⺠の理解と協⼒に基づく適切な受診の推進

適切な労務管理の推進
タスクシフト/シェアの推進
（業務範囲の拡大・明確化）

特に救急、産婦人科、外科や若手の
医師は⻑時間の傾向が強い

病院常勤勤務医の約４割が年960時間超、
約１割が年1,860時間超の時間外・休日労働【医師の⻑時間労働】

＜行政による支援＞
・医療勤務環境改善支援センター
を通じた支援

・経営層の意識改革（講習会等）
・医師への周知啓発 等

医療機関に適用する水準 年の上限時間 面接指導 休息時間の確保
Ａ （一般労働者と同程度） 960時間

義務

努力義務
連携Ｂ（医師を派遣する病院） 1,860時間

※2035年度末
を目標に終了 義務Ｂ （救急医療等）

C-1  （臨床・専門研修）
1,860時間

C-2  （高度技能の修得研修）

患者への病状説明や血圧測定、
記録作成なども医師が担当

36協定が未締結や、客観的な時間管理
が行われていない医療機関も存在

全ての医療専門職それぞれが、自らの能⼒を活かし、
より能動的に対応できるようにする

医師の健康確保
面接指導

健康状態を医師がチェック
休息時間の確保
連続勤務時間制限と

勤務間インターバル規制
（または代償休息）

質・安全が確保された医療を持続可能な形で患者に提供

労務管理の徹底、労働時間の短縮
により医師の健康を確保する

現状 目指す姿

対策

一部、法改正で対応

法改正で対応
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法案の概要①（医師の働き方改革関係）
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①医師の働き方改革関係

（医師を長時間業務に従事させる必要がある医療機関の指定）

○知事は、厚生労働省令等に定める要件に該当し医師を長時間労働させる必要があると認める場合、病院又は診療所
を以下の特定労務管理対象機関にそれぞれ指定することが可能

①救急医療、居宅等における医療等を提供するために医師をやむを得ず長時間従事させる業務があるとして厚生労
働省令で定める者があると認められる病院又は診療所を、「特定地域医療提供機関」として指定（Ｂ水準）

②医師の派遣により医師の労働時間がやむを得ず長時間となる病院又は診療所を、「連携型特定地域医療提供機
関」として指定（連携Ｂ水準）

③医師をやむを得ず長時間従事させる必要がある業務として厚生労働省令で定めるものがあると認められるものを、
「技能向上集中研修機関」として指定（Ｃ－１水準）

④特定分野における高度な技能を有する医師を育成するために、当該技能の習得のための研修を行う病院又は診療
所で、当該研修を受ける医師をやむを得ず長時間従事させる必要がある業務として厚生労働省令で定めるものが
あると認められるものを、「特定高度技能研修機関」として指定（Ｃ－２水準）

（指定手続）

○指定に当たっては、労働時間短縮計画の案の策定、医療機関勤務環境評価センター等による評価、都道府県医療審
議会の意見聴取を経て、知事が指定（取り消す場合も医療審議会の意見聴取が必要）

○指定の効果は３年間（更新が必要）



法案の概要②（医師の働き方改革関係）

①医師の働き方改革関係（続き）

（面接指導対象医師に対する面接指導等）

○厚生労働省令で定める要件に該当する者に対して面接指導の実施及び適切な措置を講じることが必要（労安法に基
づく面接指導が実施されていれば医療法に基づく面接指導は要しない）

（休息時間の確保）

○特定労務管理対象機関の特定対象医師は、継続した休息時間の確保（いわゆる「勤務間インターバル」）が必要

○特定労務管理対象機関の管理者は、災害その他避けることのできない事由によって、臨時の必要がある場合は、知
事の許可を受けて休息時間の確保を行わないことが可能であり、事態急迫のため、事後に届け出があった場合にお
いて、知事が不適当と認めるときは、休息時間の確保を命ずることが可能

○知事は、管理者が正当な理由なく休息時間の確保を行っていないと認めるときは、改善に必要な措置をとるべきこ
とを命ずることが可能

○管理者が知事の命令に違反した場合、６月以下の懲役又は30万円以下の罰金（法人の代表者又は法人若しくは人
の代理人、使用人その他の従業者が違反行為をした場合も同様）

（施行期日）

○令和６年（2024年）４月１日施行

・施行までの経過措置あり（医師労働時間短縮計画の知事への提出は努力義務）

※ 厚生労働省令に委任されている箇所が多いことに留意

②医療関係職種の業務範囲の見直し・タスクシフト/シェア関係

○診療放射線技師法、臨床検査技師等に関する法律、臨床工学技士法及び救急救命士法を改正し、業務範囲を拡大 5



診療放射線技師

医師、看護師 医師、診療放射線技師改正前

改正後

医師、看護師

 ＲＩ検査のために、静脈路を確保し、ＲＩ検査医薬品を投与する⾏為、投与終了後に抜針及び⽌⾎する⾏為

 医師⼜は⻭科医師が診察した患者について、その医師⼜は⻭科医師の指⽰を受け、病院⼜は診療所以外の場所に出張して⾏う超⾳波検査

RI検査医薬品の投与（約1〜5分）静脈路確保（約5分） 撮像 抜針・止血（約5分）

臨床検査技師
 超⾳波検査において、静脈路を確保して、造影剤を接続し、注⼊する⾏為、当該造影剤の投与が終了した後に抜針及び⽌⾎する⾏為

改正前

改正後 臨床検査技師

医師、看護師 医師、臨床検査技師 医師、看護師
造影剤の注入（約3分） 超音波検査（約15分） 抜針・止血（約5分）

医師

 静脈路を確保し、成分採⾎装置を接続・操作する⾏為、終了後に抜針及び⽌⾎する⾏為

 採⾎に伴い静脈路を確保し、電解質輸液（ヘパリン加⽣理⾷塩⽔を含む。）に接続する⾏為

◆ 関係団体（全30団体）から「医師の働き方改革を進めるためのタスク・シフティングに関するヒアリング」を実施
◆ ヒアリングで提案された業務のうち、「実施するためには法令改正が必要な業務」について、 「医師の働き方改革を進めるためのタスク・シフ
ト/シェアの推進に関する検討会」において、安全性の担保等の観点から、タスク・シフト/シェアの推進ついて検討。

◆ 下記について、法律改正により、診療放射線技師、臨床検査技師、臨床⼯学技⼠、救急救命⼠へのタスク・シフト/シェアを推進することで合意。

診療放射線技師

医療関係職種の業務範囲の⾒直し

現⾏法上、医療機関に搬送されるまでの間（病院前）に重度傷病者に対して実施可能な救急救命処置について、救急外来※ においても実施可能とする。

救急救命士

 ⼿術室等で⽣命維持管理装置や輸液ポンプ・シリンジポンプに接続するために静脈路を確保し、それらに接続する⾏為
輸液ポンプやシリンジポンプを⽤いて薬剤（⼿術室等で使⽤する薬剤に限る。）を投与する⾏為、投与終了後に抜針及び⽌⾎する⾏為

臨床⼯学技士

 ⼼・⾎管カテーテル治療において、⾝体に電気的負荷を与えるために、当該負荷装置を操作する⾏為
 ⼿術室で⾏う鏡視下⼿術において、体内に挿⼊されている内視鏡⽤ビデオカメラを保持し、術野視野を確保するために操作する⾏為

※救急外来とは、救急診療を要する傷病者が来院してから⼊院(病棟)に移⾏するまで(⼊院しない場合は、帰宅するまで)に必要な診察・検査・処置等を提供される場のことを指す。

※いずれの⾏為についても、医師以外が⾏う場合は、医師の指⽰の下に⾏うことが前提
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医師の働き方改革に関する今後の方向性に関する留意点

①Ｃ水準〔集中的技能向上水準〕に該当する可能性のある医療機関

○臨床研修医や専門研修プログラムに参加する専攻医が診療を行う医療機関（Ｃ－１水準）

例）臨床研修に関する病院（基幹型臨床研修病院・協力型臨床研修病院・協力施設）、専門研修プログラム基幹・連携施設等

○医籍登録後６年目以降の者で先進的な手術方法など高度な技能を有する医師を育成する医療機関（Ｃ－２水準）

※高度な技能を有することが公益上必要な分野とされるのは、三次医療圏単位又はより高幾で医療することにより、我が国の医療水
準の維持発展を図る必要がある分野であって、そのための技能を一定の期間、集中的に修練する必要がある分野

②Ｂ・連携Ｂ水準〔地域医療確保暫定特例水準〕に該当する可能性のある医療機関

○地域医療の観点からやむなく長時間労働となる医療機関（Ｂ水準）

例１）周産期医療、小児救急医療機関、精神科救急等、公共性と不確実性が強く働く医療を提供している医療機関

例２）脳卒中や心筋梗塞等の心血管疾患の急性期医療を担う医療機関であって一定の実績と役割がある医療機関

○医師の派遣を通じて地域の医療提供体制を担う医療機関（連携Ｂ水準）

例）大学病院、地域医療支援病院等

③法改正への対応が遅れている医療機関

 労働時間管理が適切であることが大前提
・出退勤管理、研鑽、宿日直の適切な取り扱いが必要
・「副業・兼業」の場合の労働時間管理についても留意する必要

 指定に当たって必要となる計画策定は、労働時間管理が適切であることが前提であり、下記の医療機関について
は特に注意が必要が要することから、個別医療機関の労働時間管理の状況等について実情の把握を進めることと
し、個別に各病院の担当医師・職員へのヒアリングを実施しており、引き続きご協力いただきたい。

令和３年１月12日
佐賀県地域医療対策協議会資料

 「副業・兼業」や派遣関係にある医療機関も、
今後の動向について注視が必要
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医師養成課程の⾒直し

大学における医学教育の中で重要な役割を果たしている共⽤試験
について、医師国家試験の受験資格の要件として医師法上位置
づけることとする。また、共用試験の合格は医学生が一定水準の技
能・態度のレベルに達していることを担保するものであることから、共⽤
試験に合格していることを臨床実習において医業を⾏うための要件
とする。

１ 医師国家試験の受験資格における共⽤試験合格の要件化

医学生がより診療参加型の臨床実習において実践的な実習を⾏う
ことを推進し、医師の資質向上を図る観点から、「共⽤試験」に合
格した医学⽣について、医師法第17条の規定にかかわらず、大学
が⾏う臨床実習において、医師の指導監督の下、医療に関する
知識及び技能を修得するために医業を⾏うことができることとする。

２ 医学⽣が臨床実習において⾏う医業の法的位置づけの明確化

○ 医師法第17条により医師でないものの医業は禁じられていると
ころ、医師免許を持たない医学生が大学における臨床実習で⾏
う医⾏為については、その目的・⼿段・⽅法が社会通念から⾒て
相当であり、医師の医⾏為と同程度の安全性が確保される限度
であれば基本的に違法性はないと考えられている。

○ 一⽅で、大学が⾏う臨床実習については、診療参加型の実習
が⼗分に定着しておらず、その要因として、医学生が臨床実習で
⾏う医⾏為についての法的な担保がなされていないことが指摘さ
れている。

＜背景＞

＜改正の内容＞

○ 大学における臨床実習開始前の医学生の能⼒を全国的に一
定の水準に確保することを目的として、公益社団法⼈「医療系
大学間共用試験実施評価機構」が実施する「共用試験」 （臨
床実習前OSCE、CBT）については、平成17年から正式に実
施され、現在は、全ての医学生が受験するなど、大学における医
学教育の中で臨床実習前に医学生の知識・技能を試験する機
会として確⽴されている。

＜背景＞

＜改正の内容＞

医学部

６年

生涯教育

２年

⼊学試験

高等学校

専門医資格取得

臨床研修

３年以上

専門研修診療参加型
臨床実習

医師国家試験共⽤試験
（知識・技能の評価） 臨床研修修了

医師の養成課程
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＜改正の背景＞
○ 新興感染症等の感染拡大時には、広く⼀般の医療提供体制にも大きな影響（⼀般病床の活用等）
○ 機動的に対策を講じられるよう、基本的な事項について、あらかじめ地域の⾏政・医療関係者の間で議論・
準備を⾏う必要

＜改正の概要＞
都道府県が作成する「医療計画」の記載事項に「新興感染症等の感染拡大時における医療」を追加

○ 詳細（発⽣時期、感染⼒等）の予測が困難な中、速やかに対応できるよう予め準備を進めておく点が、災害医療と類似
⇒ いわゆる「５事業」に追加して「６事業」に

※５事業︓救急医療、災害時における医療、へき地の医療、周産期医療、⼩児医療（⼩児救急医療を含む）

○ 今後、厚⽣労働省において、計画の記載内容（施策・取組や数値目標など）について詳細な検討を⾏い、「基本方針」
（⼤⾂告⽰）や「医療計画作成指針」（局⻑通知）等の⾒直しを⾏った上で、各都道府県で計画策定作業を実施
⇒ 第８次医療計画（2024年度〜2029年度）から追加

◎具体的な記載項目（イメージ）
【平時からの取組】
● 感染拡⼤に対応可能な医療機関・病床等の確保

（感染拡⼤時に活用しやすい病床や転用しやすいスペースの整備）

● 感染拡⼤時を想定した専門人材の確保等
（感染管理の専門性を有する人材、重症患者に対応可能な人材等）

● 医療機関における感染防護具等の備蓄

● 院内感染対策の徹底
クラスター発⽣時の対応方針の共有 など

【感染拡大時の取組】
● 受入候補医療機関

● 場所・人材等の確保に向けた考え方

● 医療機関の間での連携・役割分担 など
（感染症対応と⼀般対応の役割分担、医療機関間の応援職員派遣）

新興感染症等の感染拡大時における医療提供体制の確保に関する事項の医療計画への位置付け

5
※ 引き続き、厚⽣科学審議会感染症部会等における議論の状況も踏まえつつ、記載項目や、
施策の進捗状況を確認するための数値目標等について、具体化に向け検討。
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（２）再編計画の認定（税制上の優遇）
○ 複数医療機関の再編・統合に関する計画（再編計画）について、厚⽣労働⼤⾂が認定する制度を創設
○ 認定を受けた再編計画に基づき取得した不動産に関し、登録免許税を優遇（租税特別措置法により措置）

再編・統合を検討している
複数医療機関

①再編計画を策定 地域医療構想調整会議（各都道府県）

②地域医療構想
調整会議に諮る

③調整会議で協議した
結果を証する確認証 提出された再編計画について、地域医療構想と

整合性がとれているものであるか協議を実施

④厚⽣労働省へ再編計画を提出
（都道府県を経由）

再編計画が認定要件を満たすか確認
要件を満たす場合に認定

厚⽣労働大⾂（厚⽣労働省）
⑤再編計画の認定

（１）病床機能再編⽀援事業を全額国費の事業として地域医療介護総合確保基⾦へ位置付け
○ 令和２年度限りとして措置された「病床機能再編⽀援事業（※）」について、消費税財源を活用した地域医療介護総
合確保基⾦の中に位置付け、全額国負担の事業として、令和３年度以降も実施
※ 地域医療構想調整会議等の合意を踏まえて、病床機能を再編し、⾃主的な病床削減や病院統合を⾏う医療機関に対し、財政⽀援を実施

⑥再編計画を認定した旨を
都道府県へ通知

＜認定プロセス＞

＜改正の背景＞
○ 地域医療構想の実現に向けて積極的に取り組む医療機関に対し、病床機能や医療機関の再編を⾏う際の課題
（雇用、債務承継、初期投資など）に対応するための⽀援が必要

＜改正の概要＞

地域医療構想の実現に向けた医療機関の取組の⽀援

登録免許税
の優遇

6
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２．改革の方向性（案）
○ 地域の医療機関の外来機能の明確化･連携に向けて、データに基づく議論を地域で進めるため、
① 医療機関が都道府県に外来医療の実施状況を報告する。
② ①の外来機能報告を踏まえ、「地域の協議の場」において、外来機能の明確化・連携に向けて必要な協議を⾏う。

→ ①・②において、協議促進や患者の分かりやすさの観点から、「医療資源を重点的に活用する外来」を地域で
基幹的に担う医療機関（紹介患者への外来を基本とする医療機関）を明確化
・ 医療機関が外来機能報告の中で報告し、国の⽰す基準を参考にして、地域の協議の場で確認することにより決定

患者の流れがより円滑になることで、病院の外来患者の待ち時間の短縮や勤務医の外来負担の軽減、医師働き方改革に寄与

紹介

「医療資源を重点的に活用する外来」を地域で基幹的に
担う医療機関（紹介患者への外来を基本とする医療機関）

逆紹介

外来機能報告、「地域の協議の場」での協議、紹
介患者への外来を基本とする医療機関の明確化

かかりつけ医機能を担う医療機関

病院の外来患者の待ち時間
の短縮、勤務医の外来負担
の軽減、医師働き方改革

かかりつけ医機能の強化
（好事例の収集、横展開等）

〈「医療資源を重点的に活用する外来」のイメージ〉
○医療資源を重点的に活用する入院の前後の外来 （悪性腫瘍手術の前後の外来 など）
○⾼額等の医療機器・設備を必要とする外来 （外来化学療法、外来放射線治療 など）
○特定の領域に特化した機能を有する外来 （紹介患者に対する外来 など）

１．外来医療の課題
○ 患者の医療機関の選択に当たり、外来機能の情報が⼗分得られず、また、患者にいわゆる⼤病院志向がある中、⼀部
の医療機関に外来患者が集中し、患者の待ち時間や勤務医の外来負担等の課題が⽣じている。

○ 人口減少や⾼齢化、外来医療の⾼度化等が進む中、かかりつけ医機能の強化とともに、外来機能の明確化･連携を進
めていく必要｡

外来医療の機能の明確化･連携

7
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〇医療法人の非営利性の徹底等の観点から、平成18年の医療法改正により、持分の定めのある医療法人の新
規設⽴は認められないこととされ、既存の法人についても、持分の定めのない医療法⼈への移⾏を促進して
きた。

〇平成26年医療法等の改正により、持分の定めのない医療法⼈への移⾏計画を厚⽣労働大⾂が認定した場合
の、相続税・贈与税の猶予・免除制度を創設。（平成26年10⽉〜平成29年９⽉末。平成29年改正により令和２年９⽉末ま
で延⻑）

〇令和２年10⽉以降の相続税・贈与税の税制優遇措置の３年間の延⻑が措置されており、この優遇措置の前
提となる移⾏計画の認定制度についても継続する必要がある。

制度の概要

移⾏計画認定制度の期限を令和５年９⽉30日までとする。（公布⽇施⾏）

改正の内容

持分の定めのない医療法⼈への移⾏計画認定制度の延⻑について

医療法⼈の資産が50倍に増加すると持分も50倍に増加
⇒ 出資者から請求があれば払い戻し

設⽴時の持分
（出資額） 現在の持分

出資者Ａ 1800万円 ９億円

出資者Ｂ 600万円 ３億円

出資者Ｃ 600万円 ３億円
（持分を有する出資者Ａは、退社時に医療法⼈に対して
払戻しを求めることができる。その場合、 医療法⼈に９億
円の支払い義務が生ずることとなる。）

○持分の価値（評価額）

定款の定めるところにより、出資額に応じて払戻し又は残余
財産の分配を受ける権利（平成26年改正医療法附則）

○持分とは

設立時 現在

（参考）持分について
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